
５７．消費者物価及び消費水準の推移

  昭和55年 75.2 74.0 89.3 88.6 －

 56 78.8 77.6 89.0 89.5 －

 57 81.1 80.0 91.7 92.4 －

 58 82.5 81.6 92.5 92.8 －

 59 84.4 83.7 92.9 94.0 －

 60 86.1 85.7 93.7 94.7 90.7

 61 86.7 86.5 94.5 95.6 －

 62 86.7 86.8 96.5 96.6 －

 63 87.3 87.7 99.5 99.7 －

 平成 元 89.3 90.1 100.5 100.9 －

 2 92.1 92.8 101.7 102.7 98.9

 3 95.1 95.9 103.5 103.5 －

 4 96.7 97.7 104.1 103.9 102.1

 5 98.0 98.9 104.2 104.1 99.9

 6 98.6 99.6 103.5 103.1 98.8

 7 98.5 99.3 102.9 102.8 100.5

 8 98.6 99.3 103.5 103.6 102.2

 9 100.4 100.6 103.5 103.9 104.3

 10 101.0 101.4 101.6 102.4 99.6

 11 100.7 101.0 100.6 100.3 98.2

 12 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

 13 99.3 98.9 98.8 99.4 99.3

 14 98.4 97.9 99.4 99.2 100.9

 15 98.1 97.5 98.4 97.9 100.3

 16 98.1 97.4 98.8 99.2 102.0

 17 97.8 96.9 98.8 99.5 99.0

　　　東京都総務局「東京の物価」

名目賃金指数（現金給与総額）
　　東京都区部消費者物価指数

世        帯
全        国

東   京   都
区        部

全   世   帯

  (平成12年＝100)
年　次

消費水準指数全国

勤   労   者

消費者物価指数
(平成12年＝100)

総   産   業
（平成12年 =100）

実質賃金
指         数

※　消費水準指数・・・月々の１世帯当たりの消費支出額を4人世帯及び30.4日の額に調整した後、こ
れを平成12年   平均を基準として指数化し、さらに消費者物価指数で除して実質化した指数。
※　数値は年平均
※　消費水準指数・・・月々の１世帯当たりの消費支出額を4人世帯及び30.4日の額に調整した後、こ
れを平成12年   平均を基準として指数化し、さらに消費者物価指数で除して実質化した指数。

※ 実質賃金指数・・・常雇規模30人以上、実質賃金指数＝  ×100
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５８．全国消費者物価１０大費目指数の推移

年　次  家具・家事被 服 及 び
（平均） 上昇率（％）

9 100.4 101.1 99.3 101.6 105.9 99.9 94.8 101.5 95.7 101.6 98.7

10 101.0 0.6 102.5 99.9 100.0 104.3 101.3 101.5 99.9 97.5 101.7 99.4

11 100.7 △     0.3 102.0 99.8 98.4 103.1 101.1 100.8 99.7 98.9 100.9 100.4

12 100.0 △     0.7 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

13 99.3 △     0.7 99.4 100.2 100.6 96.4 97.8 100.7 99.1 101.1 97.0 99.8

14 98.4 △     0.9 98.6 100.1 99.4 92.9 95.6 99.5 98.5 102.1 94.9 100.0

15 98.1 △　 　0.3 98.4 100.0 98.9 90.1 93.8 102.9 98.6 102.7 93.5 100.9

16 98.1 0.0 99.3 99.8 99.0 87.1 93.6 102.9 98.4 103.4 92.2 101.5

17 97.8 △　 　0.3 98.4 99.7 99.8 85.1 94.3 102.5 98.7 104.1 91.4 101.8

東京都総務局「東京の物価」

指       数

総               合

（平成12年平均 ：１００）

光      熱 交      通
食       料 住       居 諸  雑  費

水      道 用      品

教      養

娯      楽
教      育

履      物

保      健

医      療 通      信
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５９．産業別名目賃金指数（現金給与総額）の推移  （事業所規模３０人以上）

年　次
（平均）

昭和55 63.2 58.9 55.5 54.2 56.4 60.4 59.3 60.9 56.5 68.5 74.6

60 77.7 73.2 66.9 68.1 70.5 79.5 69.1 74.8 76.1 90.3 88.2

平成2 91.8 88.7 74.8 67.0 85.5 104.3 87.8 86.8 91.0 103.4 97.0

7 99.8 94.7 88.7 108.4 92.2 106.6 87.4 94.4 90.0 96.4 111.5

12 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

13 98.2 100.6 110.2 98.5 100.1 100.7 95.0 105.7 98.1 91.1 93.1

14 98.8 99.9 103.5 99.9 99.5 101.8 100.6 98.0 105.3 95.9 96.8

15 97.8 96.6 101.0 91.8 101.5 113.2 89.1 94.5 102.7 102.3 101.5

16 99.3 96.8 107.3 93.7 101.9 122.1 84.6 93.5 102.3 105.6 108.0

※１６年１月の調査対象事業所の抽出替えにより、新・旧両標本の結果にギャップが生じた。
そのため、時系列の比較が行なえるよう、平成１４年１月に遡って改訂した。

日本標準産業分類が平成14年３月に改訂されたことに伴い、平成17年分結果より改訂後の産業分類に基づき公表する。

実数値に基づく平均対前年比（％）を掲載することとする。

年　次
（平均）

17
東京都総務局「毎月勤労統計地方調査」

（平成12年平均 ＝１００）

卸売・小売
業 ・飲食店

電気 ・ガス熱
供給・水道業

運       輸
通  信  業

金       融
保  険  業

また、「名目賃金指数の年平均指数の推移」は、平成19年１月分から平成17年を基準としたものを公表する予定のため、平成17年次については、

総  産  業
総産業（サー
ビス業を除く） 製  造  業建  設  業 不 動 産 業鉱      業 サービス業

※産業別現金給与額の対前年比（事業所規模３０人以上）

総産業 鉱　業 建設業 製造業
電気 ・ガス熱
供給・    水道

業

情　報 運輸業 卸　売 金　融 不動産業 飲食店 医　療 教　育 複合サー サービス業
通信業 小売業 保険業 宿泊業 福　祉 学習支援業 ビス事業 （他に分類されないも

の）0.9 -0.6 0.7 -3.0 1.7 0.0 2.1 3.4 -1.8 0.9 -0.12.7 -1.9 2.2 2.9
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６０．産業及び男女別常用労働者の１人平均月間現金給与額  （事業所規模３０人以上） 　　　　　　　平成１７年１２月分

(単位：円）
産業別

調  査  産  業  計 921,934 1,112,100 570,104 374,241 443,732 245,674 547,693 668,368 324,430

鉱               業 1,780,571 1,982,573 873,917 455,656 499,397 259,332 1,324,915 1,483,176 614,585

建      設      業 892,234 939,956 522,337 427,344 451,085 243,325 464,890 488,871 279,012

製     造      業 1,022,709 1,150,017 599,692 399,674 442,719 256,644 623,035 707,298 343,048

電　気　・　ガ　ス
熱供給・水道 業 1,644,660 1,743,141 1,006,206 516,789 546,075 326,929 1,127,871 1,197,066 679,277

情　報　通　信　業 1,082,079 1,176,197 769,396 424,572 458,020 313,450 657,507 718,177 455,946

運　　　輸　　　業 721,503 804,093 450,097 351,469 396,009 205,102 370,034 408,084 244,995

卸 売  ・ 小 売 業 957,292 1,246,743 489,415 367,407 458,878 219,549 589,885 787,865 269,866

金 融  ・ 保 険 業 1,208,574 1,584,025 700,119 486,794 615,756 312,147 721,780 968,269 387,972

不   動   産   業 970,666 1,162,397 512,622 374,209 437,907 222,034 596,457 724,490 290,588

飲食店 、 宿泊業 336,505 485,533 186,128 183,606 246,621 120,020 152,899 238,912 66,108

医　療　、　福　祉 893,395 1,210,061 764,214 322,861 431,670 570,534 778,391 485,741

教育、学習支援業 1,045,049 1,260,356 789,735 345,476 399,287 281,666 699,573 861,069 508,069

複合サービス事業 530,464 640,736 211,263 293,164 350,719 126,560 237,300 290,017 84,703

サービス業（他に分
類されないもの） 778,925 971,607 463,244 351,671 425,621 230,514 427,254 545,986 232,730

東京都総務局「毎月勤労統計地方調査月報」

総      数 女
特  別  に  支  払  わ  れ  た  給  与  額

男女
現     金     給      与      総      額

総      数
き  ま  っ  て  支  給  す  る  給  与  額 
総      数 男 女男
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６１．羽村市の一世帯当たり１か月の収入と支出 （全世帯）

20 （％） 23.2

301 （千円） 12,517

67 通 貨 性 貯 預 金 （千円） 1,252

（人） 3.31 定 期 性 貯 預 金 （千円） 6,790

（人） 1.81 生 命 保 険 な ど（千円） 2,657

（歳） 47.1 有 価 証 券 （千円） 1,140

（％） 76.3 （千円） 7,186

うち住 宅 ・土 地 の ため （千円） 6,026

（％） 61.0

（千円） 8,853 うち住 宅 ・土 地 のため （％） 50.8

支出項目 金額（円） 支出項目 金額（円）

食料 86,350 教育 7,737

8,562 教養娯楽 37,096

9,099 教養娯楽用耐久財 6,064

8,393 教養娯楽サービス 19,359

11,542 その他の消費支出 79,910

3,233 諸雑費 24,261

9,337 交際費 26,698

15,526 仕送り金

住居 57,692 （再掲）移転支出 14,254

家賃・地代 17,669 （再掲）教育関係費 11,732

光熱・水道 19,817 （再掲）教育娯楽関係費 46,061

電気代 8,379 271,996

ガス代 6,184 82,828

家具・家事用品 14,228

家庭用耐久財 4,660

被服及び履物 19,527 商品 172,218

洋服 11,897 サービス 151,741

保健医療 10,754

交通・通信 39,658

交通 15,305

自動車等関係費 11,701

通信 12,652

負 債 保 有 率

外食

【消費支出】　　合計　372,768円

穀料

魚介類

肉類

野菜・海藻

果物

調理食品

集 計 世 帯 数

世 帯 数 分 布 （抽 出 率 調 整 ）

（ １ 万 分 比 ）

エ ン ゲ ル 係 数

貯 蓄 現 在 高

平成11年全国消費実態調査

負 債 現 在 高

世 帯 人 員

有 業 人 員

家 賃 ・地 代 を支 払 っている
世 帯 の 割 合

世 帯 主 の 年 齢

持 ち 家 率

年 間 収 入

（％） 23.7

323,960

（再掲）経常消費支出

非消費支出

（特掲）財サービス区分・消費支出
（商品＋サービス）
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６２.都民の従業上の地位・就業日数・時間別有業者数

 （単位　　千人、％）　　

総数 ３５時間
未満

35～
42時間

43～
45時間

46～
48時間

49～
59時間

60時間
　以上

総 数
３５時間

未満
35～
42時間

43～
45時間

46～
48時間

49～
59時間

60時間
以上

総数 6,635 1,244 2,583 305 1,014 460 358 337 99 2,756 143 479 351 513 686 573

4年 男 4,047 511 1,601 82 579 306 272 273 84 1,911 45 265 230 369 534 460

有 女 2,588 732 982 223 435 155 87 63 16 845 98 214 121 143 152 113

　 総数 6,677 1,326 3,004 348 1,307 474 355 384 128 2,297 129 464 300 356 508 533

業 ９年 男 4,011 537 1,850 89 762 319 261 307 109 1,598 47 263 203 256 392 432

女 2,667 789 1,154 258 546 155 94 78 19 699 81 201 97 100 116 100

者 総数 6,654 1,466 2,577 354 972 391 314 416 165 2,508 144 454 274 311 607 710

14年 男 3,949 591 1,529 93 502 249 221 326 132 1,781 51 265 176 222 472 590

(千人) 女 2,705 875 1,049 262 425 142 93 90 33 727 93 189 97 90 136 119

総数 　△0.3 10.6 △14.2 1.7 △25.6 △17.5 △11.5 8.3 28.9 9.2 11.6 　△2.2 　△8.7 △12.6 19.5 33.2

男 　△1.5 10.1 △17.4 4.5 △34.1 △21.9 △15.3 6.2 11.5 8.5 0.8 △13.3 △13.3 20.4 36.6

女 1.4 10.9 　△9.1 1.6 △22.2 　△8.4 　△1.1 15.4 73.7 4.0 14.8 　△6.0 0.0 △10.0 17.2 19.0

　　　　　　東京都総務局「就業構造基本調査報告」

９年から
１４年の
増加率

２   ５   ０   日   以   上   就   業   者２   ０   ０   日  ～　２　４　９　日   就   業   者
総数区            分

 200日
未   満
就業者
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